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１．⽇本の⾼齢者労働の現状
 少⼦⾼齢化による労働⼈⼝・労働⼒率の低下、労働の⾼齢化
 ⽇本は⾼齢労働率がすでに⾼い（健康・貯蓄・⾼学歴・⽂化）
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２．⽇本の⾼齢化労働の問題や課題

 ⾼齢者の労働⼒率の低下
その要因
労働⼒構成（⾃営業の減少）・雇⽤者の引退促進・健康状態・学歴

 企業の⾼齢者雇⽤の⾮協⼒性
定年退職制度、再雇⽤・雇⽤延⻑制度の未使⽤、
求⼈における年齢差別、年功的な昇進制度
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３．各国の現状
 ⾼齢者⼈⼝の増加。
 ⽣産年齢⼈⼝アメリカ増加、イギリス横ばい、フランス・ドイツは減少。
 ⾼齢化率上昇。
 総⼈⼝に対する⽣産年齢⼈⼝の割合減少。

5



４．各国の取組みや特徴
 引退と社会保障制度 アメリカ 年齢差別禁⽌法

⽼齢年⾦制度、失業保険制度 イギリス 社会保障制度

 年齢に関する法規則 年齢差別禁⽌キャンペーン

（雇⽤分野における）年齢差別禁⽌法 ドイツ ⼀般雇⽤機会均等法

ＥＵの⼀般雇⽤機会均等指令 ⾼齢者の積極的就業施策

アメリカ定年制認めていない フランス 差別禁⽌に関する法律

 積極的な就業促進政策
供給側（求職者及び労働者）に対する施策
ＥＵのアクティブエイジングとメイク・ワーク・ペイ

需要側（事業主）に対する施策
年齢差別是正のためのキャンペーン実施（イギリス）
⾼齢失業者雇⼊れ時の賃⾦助成（ドイツ及びフランス）

6厚⽣労働省http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kaigai/07/2.html



５．理想的な今後の⾼齢者活⽤について
「⽣涯現役社会」の実現
（１）希望者全員の65歳までの雇⽤確保
①法定定年年齢の引上げ
②希望者全員の65歳までの継続雇⽤
③賃⾦・⼈事処遇制度の⾒直し
④再就職の⽀援
（２）⽣涯現役社会の実現のための環境整備
①⾼齢期を⾒据えた職業能⼒開発及び健康管理の推進等
②⾼年齢者の多様な雇⽤・就業機会の確保
③⼥性の就労促進
④超⾼齢社会に適合した雇⽤法制及び社会保障制度の検討

厚⽣労働省 7
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 就業率55〜59歳→60〜64歳→65〜69歳で⼤きく低下
 60〜64歳では、仕事をしている⼈のうち56.7％が65歳以降も「仕事をしたい」、
「仕事をしたくない」⼈を⼤きく上回る。

 60〜64歳の全体では、65歳以降に「仕事をしたい」⼈は44.0％で現在の65〜69
歳の就業率（36.3％）と⽐べても⾼い割合。

内閣府 http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2012/gaiyou/s1_4_1.html



６．解決への契機 現在の仕組み
 ⾼年齢者等の雇⽤の安定等に関する法律（⾼年齢者雇⽤安定法）

⼀部改正 平成２５年４⽉１⽇施⾏
１．継続雇⽤制度の対象者を限定できる仕組みの廃⽌
２．継続雇⽤制度の対象者を雇⽤する企業の範囲の拡⼤
３．義務違反の企業に対する公表規定の導⼊
４．⾼年齢者雇⽤確保措置の実施及び運⽤に関する指針の策定
・定年の引き上げ ・継続雇⽤制度の導⼊ ・定年の定めの廃⽌

厚⽣労働省http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/kourei2/qa/ 9



７．現在の成果として
 ６０歳定年制を維持、６５歳までの雇⽤を保障する企業が多い
 ６５歳以降働ける企業は少ない
 再雇⽤時は、雇⽤形態の変化→「柔軟な雇⽤継続アプローチ」

http://www.nippon.com/ja/in-depth/a04202/
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活⽤施策
活⽤施策
のタイプ

構成⽐
(％)就業⾃由

度
期待する
役割

成果への
期待

同じ
同じ

同じ タイプA 8.9
変わる タイプB 12.3

変わる
同じ タイプC 5.2
変わる タイプD 16.0

変わる
同じ

同じ タイプE 1.2
変わる タイプF 3.2

変わる
同じ タイプG 6.7

変わる タイプH 42.9


